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第 1 章 総則 

(趣旨) 

第 1 条 この条例は、建築基準法(昭和 25 年法律第 201 号。以下「法」という。)第 39 条、

第 40条、第 43条第 3項及び第 56条の 2第 1項の規定に基づき、災害危険区域の指定及び

建築制限、建築物の敷地又は構造に関する制限の附加、建築物又はその敷地と道路との関

係についての制限の附加並びに日影による中高層の建築物の高さの制限に係る対象区域等

の指定について、必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第 1 条の 2 この条例において使用する用語は、法及び建築基準法施行令(昭和 25 年政令第

338 号。以下「令」という。)において使用する用語の例による。 

第 2 章 建築物の敷地及び構造 

(崖に近接する建築物) 

第 2 条 建築物を高さ 2メートルを超える崖※1に接し、又は近接して建築しようとする場合

は、崖の上にあっては崖の下端から、崖の下にあっては崖の上端から、その建築物との

間※2に、その崖の高さの 1.5 倍以上の水平距離を保たなければならない。 

2 鉄筋コンクリート造等の重量建築物を、崖の上に建築しようとする場合は、前項の基準

を安全上支障がない程度に増大しなければならない。 

3 前 2 項の規定は、建築物の用途※3、規模若しくは構造※4、擁壁の設置※5又は崖の状況※6

により建築物の安全上支障がないと認められる場合には、適用しない。 
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（木造建築物等の防蟻） 

 第 3 条 木造の建築物又は木造とその他の構造とを併用する建築物の木造部分については、

その構造耐力上主要な部分は、地面からの高さ２０センチメートル以内の部分に設けて

はならない。ただし、当該建築物又はその敷地に防蟻上有効な措置が講じられていると

認められる場合は、この限りでない。 

2 階数２以上で、かつ、延べ面積５００平方メートルを超える木造の建築物は、防蟻上有

効な措置を講じなければならない。ただし、土地及び建築物の状況により蟻害のおそれ

がないと認められる場合は、この限りでない。 

（連続式店舗の通路） 

第 4 条 建築物内に設ける各構えごとに区画された連続式店舗（その床面積の合計が５００

平方メートル以下のものを除く。）の前面には、幅員２．５メートル以上の通路を避難上

有効に設けなければならない。ただし、通路の片側のみに構えを有するものにあって

は、１．５メートル以上とすることができる。 

1.5ｍ以上必要 
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第 3 章 特殊建築物の構造 

第 1 節 劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂及び集会場 

（出入口の構造） 

第 5 条 劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂若しくは集会場の用途（以下この項において

「興行の用途」という。）のみに供する建築物（複数の興行の用途に供する部分から成る建築

物を除く。以下「興行場等」という。）又は一の建築物の中に複数の興行の用途に供する部分

が設置される場合若しくは興行の用途に供する部分と興行の用途以外の用途（以下「他の用

途」という。）に供する部分とが複合して設置される場合における興行の用途に供する一の客

席部分と当該客席部分に併せて設けられる客用の通路、舞台、楽屋等の部分とを合わせた一

団の部分（以下「興行場の用途に供する部分」という。）の出入口は、次の各号に定めるとこ

ろにより設け、かつ、これを避難上有効に配置しなければならない。 

（1）出入口の数は、2 以上とすること。 

（2）出入口の幅は、避難の際に当該出入口を通過すると想定される人数に０．８センチメート

ルを乗じて得た数値（その数値が１メートルに満たないときは、１メートル）以上とする

こと。 

（3）日常的に使用する出入口の幅の合計は、前号の出入口の幅の合計の２分の１以上とするこ

と。 

2 興行場等又は興行場の用途に供する部分の客席部分（一の舞台に併せて設けられる客席部分

が、避難の際に相互に行き来できない部分に区画されるときは、それぞれの区画された部分

をいう。以下この項において同じ。）の出入口は、次の各号に定めるところにより設け、か

つ、これを避難上有効に配置しなければならない。 

（1）出入口の数は、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、同表の右欄に掲げる数値以上とするこ

と。 

客席部分の定員 出入口数 

２９人以下のもの １ 

３０人以上２９９人以下のもの ２ 

３００人以上５９９人以下のもの ３ 

６００人以上９９９人以下のもの ４ 

１，０００人以上のもの ５ 

（2）出入口の幅は、前項第２号及び第３号に定めるところによること。 

3 前項第１号の表の客席部分の定員は、次に掲げる数を合算して算定する。 

（1）個人別に区画された椅子席を設ける部分については、当該部分にある椅子席の数 

（2）長椅子式の椅子席を設ける部分については、当該部分にある長椅子席の幅を０．４メート

ルで除して得た数（その数に１未満の端数があるときは、これを１に切り上げる。） 

（3）配列が特定できない椅子席を設ける部分については、当該部分の面積を０．４５平方メー

トルで除して得た数（その数に１未満の端数があるときは、これを１に切り上げる。） 

（4）ます席を設ける部分については、当該部分の面積を０．３平方メートルで除して得た数

（その数に１未満の端数があるときは、これを１に切り上げる。） 

（5）立ち席の部分については、当該部分の面積を０．２平方メートルで除して得た数（その数

に１未満の端数があるときは、これを１に切り上げる。） 
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（階段の幅等） 

第6条 興行場等又は興行場の用途に供する部分の避難の際に使用される階段の幅は、避難の際に

当該階段を通過すると想定される人数に１センチメートルを乗じて得た数値以上としなけれ

ばならない。 

2 前項の規定にかかわらず、階段を令第１２３条に規定する屋外に設ける避難階段又は特別

避難階段とした場合の興行場等又は興行場の用途に供する部分の避難の際に使用される一

の階から直下階（その階が地階にあるときは、直上階）に通ずる階段の幅は、当該階段を

避難経路とする階（一の興行場の用途に供する部分の客席部分が複数階にわたるときは、

当該階段を避難経路とする階のうち当該一の興行場の用途に供する部分の階を併せて一の

階とみなす。）のうち避難の際に当該階段へ進入すると想定される人数が最大の階におけ

る当該人数に１センチメートルを乗じて得た数値以上とすることができる。 

3 前項の屋外に設ける避難階段には、各階ごとに避難の際に当該階段を通過すると想定され

る人数に０．０５平方メートルを乗じて得た数値以上の面積の前室又はバルコニーを設け

なければならない。 

4 興行場等又は興行場の用途に供する部分の避難の際に使用される階段は、第１項及び第２

項の規定により計算した数値の合計の２分の１以上が、前条第１項第３号の日常的に使用

する出入口の付近に通ずるように配置しなければならない。 

5 第１項及び第２項の規定にかかわらず、興行場の用途に供する部分の避難の際に使用され

る階段で、他の興行場の用途に供する部分又は他の用途に供する部分と共用するものの幅

は、共用するそれぞれの用途の部分につき、第１項若しくは第２項又は令第２３条若しく

は令第１２４条の規定により必要とされる階段の幅を合計した数値以上としなければなら

ない。 

6 興行場等又は興行場の用途に供する部分の避難の際に使用される階段に通ずる避難階以外

の階における出入口の幅は、避難の際に当該階段に進入すると想定されるそれぞれの階に

おける人数に０．８センチメートルを乗じて得た数値（その数値が１メートルに満たない

ときは、１メートル）以上としなければならない。 

7 興行場等又は興行場の用途に供する部分の避難の際に使用される階段の避難階における出

入口の幅は、当該階段の避難階における幅の１０分の８以上としなければならない。 
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（避難階段等の設置） 

第 7 条 興行場等又は興行場の用途に供する部分の避難の際に使用される階段で、次の各号

のいずれかに該当するものは、令第１２３条に規定する屋外に設ける避難階段又は特別

避難階段としなければならない。 

（1）客席部分から直接進入することができる階段 

（2）客席部分の最下部が避難階より６メートルを超えて下方にある場合における当該客席部

分の避難の際に使用される階段 
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（避難通路の幅等） 

第 8 条 興行場の用途に供する部分から第６条第５項に規定する階段までの経路は、他の興

行場の用途に供する部分又は他の用途に供する部分（共用の部分を除く。）を経由しては

ならない。 

2 避難階における興行場の用途に供する部分から屋外に避難するための出入口（以下「屋

外出入口」という。）までの経路は、他の興行場の用途に供する部分又は他の用途に供す

る部分（共用の部分を除く。）を経由してはならない。 

3 前２項の経路となる通路及び当該通路が通ずる屋外出入口の幅は、興行場の用途に供す

る部分の避難の際に当該通路を通過すると想定される人数に０．８センチメートルを乗

じて得た数値以上としなければならない。 

4 興行場の用途に供する部分の避難の際に使用される階段の避難階における出入口（次項

において「階段出入口」という。）から屋外出入口までの経路は、他の興行場の用途に供

する部分又は他の用途に供する部分（共用の部分を除く。）を経由してはならない。 

5 前項の経路となる通路及び当該通路が通ずる屋外出入口の幅は、当該通路に通ずる階段

出入口の幅を合計した数値以上としなければならない。 

6 第４項の経路を第２項の経路と共用するときの当該経路となる通路及び当該通路が通ず

る屋外出入口の幅は、前項に規定する幅と第３項に規定する幅とのいずれか大きい幅と

しなければならない。 

7 興行場等及び興行場の用途に供する部分を有する建築物の敷地内には、屋外出入口及び

屋外に設ける避難階段の地上における出入口から、幅４メートル以上の道（都市計画区

域内にあっては、法第４２条第１項に規定する道路）、公園、広場その他の空地に通ずる

通路を設けなければならない。 

8 前項の通路の幅は、当該通路に通ずる屋外出入口及び屋外に設ける避難階段の地上にお

ける出入口の幅を合計した数値以上としなければならない。 
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（客用の通路の構造） 

第 9 条 興行場等及び興行場の用途に供する部分の内部の客用の通路（客席部分の通路を除

く。）は、次の各号に定めるところにより設けなければならない。 

（1）通路の幅は、避難の際に当該通路を通過すると想定される人数に０．６センチメートル

を乗じて得た数値（その数値が１．２メートルに満たないときは、１．２メートル）以

上とすること。 

（2）通路の幅は、当該通路に面した扉の開閉の際においても前号の数値の２分の１以上を確

保すること。 

（3）通路の幅は、避難方向に向かって狭くならないこと。 

（4）避難のために用いられない通路の長さは、１０メートル以下とすること。 
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（客席部分の構造） 

第 10 条 興行場等及び興行場の用途に供する部分の客席部分の客席が椅子席である場合は、椅子

の前後の間隔は、水平投影距離で３５センチメートル以上とし、当該客席が横列８席を超え

る場合は、３５センチメートルに８席を超える１席につき１センチメートルの割合で加算し

て得た数値以上としなければならない。 

2 興行場等及び興行場の用途に供する部分の客席部分の床を段床とする場合は、各段の床幅

は、８０センチメートル以上とし、前段との高さの差が５０センチメートル以上あるとき

は、客席の前面に高さ７５センチメートル以上の手すりを設けなければならない。 

3 興行場等及び興行場の用途に供する部分の客席部分の通路は、次の各号に定めるところによ

り設けなければならない。 

（1）客席が椅子席である場合は、客席横列の両側に縦通路を設け、客席縦列２０席以内ごとに

横通路を設けること。 

（2）客席がます席である場合は、全てのます席が縦通路又は横通路に面するように設けるこ

と。 

（3）両側に客席を有する縦通路はその最前部及び最後部を横通路又は客席部分の出入口に連結

し、横通路は客席部分の出入口に連結すること。 

（4）段床を縦断する縦通路でその高低差が３メートルを超えるものにあっては、高低差３メー

トル以内ごとに横通路を設けること。 

（5）縦通路の幅は、避難の際に当該通路を通過すると想定される人数に０．６センチメートル

を乗じて得た数値（両側に客席がある場合でその数値が８０センチメートルに満たないと

きは８０センチメートル、片側だけに客席がある場合でその数値が６０センチメートルに

満たないときは６０センチメートル、ます席に面する場合でその数値が４０センチメート

ルに満たないときは４０センチメートル）以上とすること。 

（6）横通路の幅は、避難の際に当該通路を通過すると想定される人数に０．６センチメートル

を乗じて得た数値（その数値が１メートルに満たないときは１メートル、ます席に面する

場合でその数値が４０センチメートルに満たないときは４０センチメートル）以上とする

こと。 

（7）通路を傾斜路とする場合は、その勾配を１０分の１以下とすること。 
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段差が５０ｃｍ以上ある場合 
床幅は８０ｃｍ以上 

７５ｃｍ以上の手すりが必要 

ステージ（舞台）

横通路

横通路

横通路

縦
通
路

縦
通
路

縦
通
路

縦
通
路

縦
通
路

縦
通
路

縦
通
路

縦
通
路

・客席横列の両側に縦通路を設け、客席縦列２０席以内毎に横通路を設けること。（第３項第１号）
・縦通路は最前部・最後分を横通路又は出入口に連結し、横通路は出入口に連結すること。（第３項第３号）

・縦通路の幅は通過人数×０．６ｃｍ以上、かつ最低８０ｃｍ（片側客席は６０ｃｍ）以上とする（第３項第５号）
・横通路の幅は通過人数×０．６ｃｍ以上、かつ最低１ｍ以上とする（第３項第６号）

例：（６+１０）/２×１０列×０．６＝４８ｃｍ
　　８０ｃｍ＞４８ｃｍのため、縦通路は８０ｃｍ必要

例：（６+１０+６）×（１０+１０）/２列×０．６＝１３２ｃｍ
　　１３２ｃｍ＞１００ｃｍのため、横通路は１３２ｃｍ必要

例：３５+（１０ー８）＝３７ｃｍ必要（第９条第１項）
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（客席部分と舞台部分との区画） 

第 11 条 客席部分（通路を除く。）の床面積の合計が２００平方メートルを超える興行場等

及び興行場の用途に供する部分の舞台部分（花道等の部分を除く。）と客席部分との境界

は、準耐火構造の額壁で区画し、これを小屋裏又は天井裏に達せしめなければならな

い。 

奈落

客席舞台

額壁（準耐火構造以上とする）

（映写室とその他の部分との区画） 

第 12 条 興行場等及び興行場の用途に供する部分の映写室とその他の部分との境界は、準耐

火構造の床若しくは壁又は法第２条第９号の２ロに規定する防火設備で区画しなければ

ならない。 

（この節における制限の緩和） 

第 13 条 この節の規定については、市長が防火上及び避難上支障がないと認める場合は、制

限を緩和することができる。 
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第 2 節 公衆浴場、旅館及びホテル 

（ボイラー室の構造） 

第 14 条 公衆浴場、旅館及びホテルのボイラー室の構造は、次の各号に定めるところによら

なければならない。 

（1）主要構造部を耐火構造とすること。ただし、屋根については、不燃材料で造り、又はふ

く場合は、この限りでない。 

（2）外壁の開口部には、法第２条第９号の２ロに規定する防火設備を設けること。 

（3）ボイラー室とその他の部分とは、耐火構造で区画し、その開口部には、特定防火設備を

設けること。 

第 3 節 共同住宅、寄宿舎及び長屋 

（共同住宅等の内装） 

第 15 条 共同住宅、寄宿舎又は長屋（以下「共同住宅等」という。）の用途に供する建築物

の床（最下階の床を除く。）又は階段が木造である場合（準耐火構造である場合を除

く。）においては、その床下の天井又はその階段裏の仕上げは、準不燃材料でしなければ

ならない。 

第 4 節 自動車車庫及び自動車修理工場 

（車庫等の構造） 

第 16 条 自動車車庫（その床面積の合計が５０平方メートル以下のものを除く。）又は自動

車修理工場の用途に供する建築物※1で、次の各号のいずれかに該当するものは、主要構

造部を一時間準耐火基準に適合する準耐火構造とし、又は不燃材料で造らなければなら

ない。※2 

（1）当該用途に供する部分の上に２以上の階があるもの 

（2）当該用途に供する部分の上の階の居室の床面積の合計が１００平方メートルを超えるも

の 
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第 4 章 建築物又はその敷地と道路との関係 

（適用区域） 

第 18 条 この章の規定は、都市計画区域内に限り、適用する。 

第 17 条 削除 

（大規模建築物の敷地と道路との関係） 

第 19 条 建築物の床面積の合計が１，０００平方メートルを超えるものの敷地は、道路に６

メートル以上接しなければならない。ただし、建築物の周囲に広い空地があり、その他

これと同様の状況にある場合で、市長が安全上支障がないと認めるときは、この限りで

ない。 
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（特殊建築物の敷地と道路との関係） 

第 20 条 次の各号のいずれかに該当する用途に供する建築物でその用途に供する部分の床面

積の合計が２００平方メートルを超えるものの敷地※1は、道路に４メートル以上接し※2

なければならない。ただし、建築物の周囲に広い空地があり、その他これと同様の状況

にある場合で、市長が安全上支障がないと認めるときは、この限りでない。 

（1）学校及び体育館 

（2）病院及び診療所 

（3）物品販売業を営む店舗及び展示場 

（4）卸売市場 

（5）ダンスホール、遊技場及びキャバレー 

（6）公衆浴場 

（7）旅館、ホテル及び下宿※3 

（8）共同住宅等※4 

（9）自動車車庫及び自動車修理工場 

（10）倉庫業を営む倉庫及び貨物等の集配所 
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（興行場等の敷地と道路との関係） 

第 21 条 興行場等及び興行場の用途に供する部分を有する建築物の敷地は、次の表の左欄に掲げ

る区分に応じ、同表の右欄に掲げる数値以上の道路に接しなければならない。ただし、建築物

の周囲に広い空地があり、その他これと同様の状況にある場合で、市長が安全上支障がないと

認めるときは、この限りでない。 

客席部分の定員 道路の幅員 

３００人以下のもの ４．０メートル 

３０１人以上１，０００人以下のもの ６．０メートル 

１，００１人以上のもの ８．０メートル 

2 前項の建築物の主要な出入口の前面には、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、同表の右欄

に掲げる数値以上の奥行を有し、かつ、第５条第１項第２号の規定により計算した数値以上

前項の道路に接する空地を設けなければならない。 

客席部分の定員 奥行 

３００人以下のもの １．５メートル 

３０１人以上１，０００人以下のもの ２．０メートル 

１，００１人以上のもの ３．０メートル 

3 前２項の表の客席部分の定員の算定については、第５条第３項の規定を準用する。 

4 第２項の空地内には、主要構造部が一時間準耐火基準に適合する準耐火構造又は不燃材料

で造られた建築物の部分（高さ３メートル以上にあるものに限る。）を突き出すことができ

る。 
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（物品販売業を営む店舗の敷地と道路との関係） 

第 22 条 物品販売業を営む店舗の用途に供する建築物（当該用途に供する部分の床面積の合

計が１，５００平方メートル以内のものを除く。）の敷地は、当該用途に供する床面積が

最大の階におけるその床面積１００平方メートルにつき１２０センチメートルの割合で

計算した数値以上道路に接しなければならない。ただし、建築物の周囲に広い空地があ

り、その他これと同様の状況にある場合で、市長が安全上支障がないと認めるときは、

この限りでない。 

2 前項の建築物の主要な出入口の前面には、前項に規定する数値の２分の１以上道路に接

する奥行２メートル以上の空地を設けなければならない。 

3 前項の空地には、前条第４項の規定を準用する。 
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（共同住宅及び長屋の出入口） 

第 23 条 共同住宅及び長屋※1（耐火建築物及び準耐火建築物を除く。）の主要な出入口※2

は、道路に面して※3設けなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するも

のは、この限りでない。 

（1）主要な出入口に面する幅員４メートル以上の通路を道路※4に通ずるよう敷地内の空地に

設けたもの 

（2）床面積の合計※5が２００平方メートル以下のもの 
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（自動車車庫及び自動車修理工場の敷地と道路との関係） 

第 24 条 自動車車庫（その床面積の合計が１５０平方メートル以下のものを除く。以下同

じ。）及び自動車修理工場の敷地の出入口は、次の各号のいずれかに該当する道路に接し

て設けてはならない。ただし、交通上支障がない場合は、この限りでない。 

（1）幅員６メートル未満の道路 

（2）交差点若しくは曲り角から５メートル以内の道路又は急坂の道路 

（3）安全地帯、横断歩道、橋、踏切、トンネル又は陸橋※から１０メートル以内の道路 

2 自動車車庫又は自動車修理工場の主要な出入口の前面には、その出入口の幅以上、道路

に接する奥行２メートル以上の空地を設けなければならない。 

3 前項の空地には、第２１条第４項の規定を準用する。 

（倉庫業を営む倉庫等の敷地と道路との関係） 

第 25 条 倉庫業を営む倉庫、貨物等の集配所及び卸売市場の敷地と道路との関係について

は、前条の規定を準用する。 
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（日影による中高層の建築物の高さの制限に係る区域等の指定） 

第 26 条 法第５６条の２第１項の規定により指定する対象区域は、次の表の左欄に掲げる区

域とし、それぞれの区域について、同項の規定により法別表第４（は）欄の高さのうちか

ら指定する高さは次の表の中欄に掲げる高さとし、同項の規定により法別表第４（に）欄

の号のうちから指定する号は次の表の右欄に掲げる号とする。 

対象区域 法別表第４

（は）欄の高さ 

法別表第４

（に）欄の号 

第一種低層住居専用地域の全域 

第二種低層住居専用地域の全域 

田園住居地域の全域 

  （二） 

第一種中高層住居専用地域の全域 

第二種中高層住居専用地域の全域 

４メートル （二） 

第一種住居地域の全域 

第二種住居地域の全域 

準住居地域の全域 

４メートル （二） 

第 6章 災害危険区域 

（災害危険区域） 

第 27 条 法第３９条第１項の規定により指定する災害危険区域は、急傾斜地の崩壊による災

害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）第３条第１項の規定により指定された

急傾斜地崩壊危険区域及び別に条例で定める区域とする。 

（建築の制限） 

第 28 条 前条の災害危険区域内においては、住居の用に供する建築物は、建築してはならな

い。ただし、建築物の構造若しくは敷地の状況又は急傾斜地崩壊防止工事の施工等により

被害を受けるおそれがないと認められる場合は、この限りでない。 
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(敷地の過半以下) 
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第 7章 雑則 

（既存建築物等に対する制限の緩和） 

第 29 条 法第３条第３項第３号及び第４号に規定する建築物若しくはその敷地又は当該建築

物若しくはその敷地の部分で、市長が、その建築物、敷地等の状況により、やむを得ないと

認めるものについては、第２章及び第３章の規定を緩和して適用することができる。 

（仮設興行場等並びに一時的な用途変更に係る興行場等及び特別興行場等に対する特例） 

第 30 条 法第８５条第６項又は第７項の規定により許可を受けた仮設興行場等及び法第８７

条の３第６項又は第７項の規定により許可を受けた興行場等又は特別興行場等について、安

全上及び防火上支障がないと認められる場合は、第２章及び第３章の規定は、適用しない。 

（平３０条例３９・平３１条例９・令４条例２０・一部改正） 

（敷地等と道路との関係の特例） 

第 31 条 法第４３条第２項第１号の規定による認定又は同項第２号の規定による許可を受け

た建築物又はその敷地については、第４章の規定は、適用しない。 

（平３０条例３９・一部改正） 

（一定の複数建築物に対する制限の特例） 

第 32 条 法第８６条第１項若しくは第２項又は法第８６条の２第１項の規定による認定を受

けた建築物に対する第８条第７項及び第８項並びに第４章の規定の適用については、これら

の建築物は、同一敷地内にあるものとみなす。 

第 8 章 罰則 

第 33 条 第 34 条 附則 


